	○○自治会不法投棄防止カメラ等管理運用規程

（目的）

第１条　この規程は，○○自治会が，不法投棄防止の目的で○○区○○町○丁目　○○○［設置場所］に設置する不法投棄防止カメラ等の適正な管理・運用を図るために必要な基本的事項を定める。

（定義）

第２条　この規程において「不法投棄防止カメラ等」とは，不法投棄防止の目的で○○自治会が設置する画像撮影装置，画像記録装置及びこれにより撮影記録された画像データをいう。

２　この規程において「本人」とは，撮影記録された画像データから識別され又は識別されうる当該個人をいう。

３　この規程において「関係行政機関」とは，不法投棄に関して法令上の調査権限又は捜査権限を有する行政機関，警察本部又は警察署をいう。

（管理責任者等）

第３条　○○自治会は，不法投棄防止カメラ等の適正な管理・運用を図るため，不法投棄防止カメラ等管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。

２　管理責任者は，［○○役職又は役職・氏名］とする。

３　管理責任者を補佐させるために，不法投棄防止カメラ等取扱者（以下「取扱者」という。）を置く。

４　取扱者は，［○○役職又は役職・氏名］とする。

（管理責任者等の責務）

第４条　管理責任者及び取扱者（以下「管理責任者等」という。）は，この規程の定めるところにより，不法投棄防止カメラ等の適正な管理・運用を図り，その設置目的を効果的に達成するよう努めなければならない。

２　管理責任者等は，不法投棄防止カメラ等の管理・運用上知り得た秘密を漏らしてはならない。また，その職を退いた後も同様とする。

（不法投棄防止カメラ等の設置）

第５条　不法投棄防止カメラ等の設置にあたっては，次の各号に定めるとおりとする。

(1)　撮影対象範囲は必要最小限とし，できる限り不法投棄と関係のない画像が撮影されないようにする。

(2)　不法投棄防止カメラ等により撮影記録を行っていること及びそれを行っている「○○自治会」の名称を，設置場所付近への掲示及び地域住民への広報など，明確かつ適切な方法で公表する。

(3)　不法投棄防止カメラ等のうち，画像記録装置及びこれにより撮影記録された画像データは，施錠のできる保管庫に保管する等，漏えい，滅失，き損及び改ざんの防止その他の安全を確保する措置を講じる。また，管理責任者等以外の者が取り扱ってはならない。

(4)　不法投棄防止カメラ等は，設置場所を移動させてはならない。ただし，保守点検等の理由により管理責任者が許可した場合はこの限りでない。

（画像データの使用目的）

第６条　撮影記録された画像データは，不法投棄行為の調査のために限り使用するものとする。

（画像データの閲覧制限）

第７条　撮影記録された画像データは，不法投棄行為が認められた場合又は保守点検等の理由により管理責任者が許可した場合を除き，閲覧してはならない。

２　撮影記録された画像データの閲覧にあたっては，管理責任者等により行わなければならない。

３　前項の規定により閲覧を行った者は，撮影記録された画像データから知り得た秘密を漏らしてはならない。また，その職を退いた後も同様とする。

（画像データの提出）

第８条　撮影記録された画像データのうち，不法投棄行為が確認できるものについては，調査又は捜査を要請するために，関係行政機関に提出することができる。

（画像データの公表の禁止）

第９条　撮影記録された画像データは，関係行政機関へ提出する場合を除き，これを公表しないものとする。

（画像データの消去と保存）

第10条　撮影記録された画像データのうち，不法投棄行為が確認できるもの以外の画像データの保存期間は○日間までとし，保存期間を経過した後は，確実な方法により速やかに消去し又は画像データの破砕等の処理を行うものとする。

２　撮影記録された画像データにより不法投棄行為が確認できるものは，関係行政機関の調査又は捜査が完了するまでの間に限り保存することができる。

（画像データの複製）

第11条　撮影記録された画像データは，原則として第８条に規定する画像の提出を目的とする場合を除き，複製しないものとする。

（画像データの利用・提供の制限）

第12条　撮影記録された画像データは，本人の同意を得ないで，第６条に定める目的以外の目的のために利用し，又は第三者に提供しないものとする。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，この限りではない。

(1)　法令に基づく場合

(2)　人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得ることが困難であるとき。

(3)　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって，本人の同意を得ることが困難であるとき。

(4)　国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって，本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（苦情処理）

第13条　管理責任者は，本人又は住民等から不法投棄防止カメラ等の運用に関する苦情を受けたときは，速やかに対応し，適切な措置を講じる。

（紛争の解決）

第14条　不法投棄防止カメラ等の取扱いに関する紛争については，○○自治会において解決する。

２　○○自治会は，前項の紛争が解決するまでの間，不法投棄防止カメラ等の使用を停止する。

附　則

（施行日）

第１条　この規程は，平成○年○月○日から施行する。




理　　　　由
　不法投棄防止のための地域活動支援に関する要綱（平成16年12月15日環境局長決定）に基づき，不法投棄防止カメラを新規に購入して設置するために必要な経費の助成を受けた助成採択団体が，不法投棄防止の目的で設置する不法投棄防止カメラ等の適正な管理・運用を図るために定める義務を負う不法投棄防止カメラ等管理運用規程の準則を定める必要があるため。
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